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* 1999年分は、過去10年間の推移に基づいて推定
資料: OECD、O‘Mahony、労働省(日本)、Bureau of Economic Analysis
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資本集約度

日本の低生産性

資本生産性
GDP* ÷ 資本サービス量 *

資本サービス量 ÷ 総労
働時間

労働生産性* * 
GDP ÷ 総労働時間

* 1997年
** 1999年の総労働時間は、過去１０年のトレンドをもとにした推定値
資料: OECD、O’Mahoney、労働省、アメリカ経済分析局(Bureau of Economic Analysis)
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小売業における労働時間の業態別構成比

資料: 商業統計、Census of Retail Trade、労働統計、有価証券報告書、日経、マッキンゼー分析
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小売り業における業態別労働生産性*

　　* ダブル・デフレーション法によるOECDの最終消費PPP を用いて比較。日本は1997年、米国は1995年の数値を使用
資料: 商業統計、Census of Retail Trade、Compustat、労働統計、日経NEEDS、インタビュー、マッキンゼー分析
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改革のための政策の柱

参入障壁
• 企業
• 製品

政府の役割 規制緩和の推進

• 価格情報
• 製品情報
• 標準化

産業

退出障壁/
補助金
（利益団体）

市場原理を機能さ
せるような介入

• 退出促進政策の推進
• 個人の保護政策の推進

参入障壁導入の政治的圧力

大店立地法 (小売業) 

都市再開発法（小売・住宅建設業) 

関税（食品加工業）

用途地域規制（住宅建設業)

医療報酬（医療）

価格の未公開、および住宅の評価
システムの欠如（住宅建設業) 

保険機構の権限のなさ（医療）

中古住宅に不利なローン条件（住宅
建設業）

対象
（ケースの例）

中小企業金融安定化特別保証制度　
（小売業）

銀行に対する政府の支援（小売業）

土地所有に対する優遇税制（小売業
・住宅建設業) 

大病院に対する政府の補助金（医療）
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* 低価格/高所得による
資料: マッキンゼー分析

1,000人

業　界 被雇用者数
生産性の向上による
失業者数 雇用の創出 全体の増減

小売業

食品加工業

住宅建設業

医　療

合　計

7,491

1,404

2,440

2,771

14,103

（被雇用者数全体の22% ）

3,329

635

1,193

378

5,535

産出量増加*
による分

サービス増
加による分

2,250

469

378

3,372

–

–

288

1,134

1,422

-1,079

-166

-630

1,134

-741

=

-0.5%/年

生産年齢人口が
毎年0.5%ずつ減
少するため失業
者数の実質増加
はなし

275

改革による、１０年後の雇用変化
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日本の医療における雇用増加のポテンシャル

人口1,000人あたりの医療サービス従事者の数

人口1,000人あた
り医療サービス
従事者 9人の増
加＝ 113万4,000
人の新規雇用の
発生

現在の水準
(予防を除く)

9

入院期間の
短縮

サービスレベル
の向上
(外来・入院)

新サービス・治療
(リハビリ、熟練看
護、在宅ケアなど)
への需要の増加

高齢者介護の
要員増強

米国と同等のサ
ービス・治療水
準を実現した場
合(日本の疾病率
を前提)

資料: 厚生省、マッキンゼー分析


